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第１章 公共施設等総合管理計画の改訂について 

１ 公共施設等総合管理計画改訂の趣旨 

我が国においては、高度経済成長期を中心に整備された公共建築物やインフラ資産が、今

後、更新時期を迎えるなか、早急に公共施設等の全体状況を把握し、老朽化対策の実施や財

政負担の縮減・平準化を図るとともに、公共施設等の最適な配置を実現することが全国的に

必要となっています。 

総社市（以下「本市」という。）においても、施設の多くは老朽化が進行しているほか、

財政面を見てみると、長期的には人口減少による市税収入の減少、高齢化社会の進展に伴う

扶助費等の義務的経費の増大などの要因による財政状況の悪化が見込まれる中、固定費とも

いえる公共建築物等の更新費用をいかにして適正な水準に抑えていくかが、喫緊の課題と

なっています。 

このような状況の中、平成 26（2014）年 4 月、国は、全国の地方公共団体に対し、

「公共施設等総合管理計画」の策定を要請するとともに、平成 29（2017）年 3 月、「公

共施設等総合管理計画」の下位計画となる「個別施設の長寿命化計画」（以下「個別施設計

画」という。）の策定を要請し、さらに、平成 30（2018）年 2 月、「個別施設計画」を

踏まえて、「公共施設等総合管理計画」の不断の見直しを行うことを要請しています。 

このような背景を踏まえ、「公共施設等総合管理計画 2022 年度版」（以下「本計画」

という。）は、本市が、平成 29（2017）年に策定した「公共施設等総合管理計画」（以

下「本計画初版」という。）を改訂し、将来にわたる課題等を把握するとともに、長期的な

視点を持って公共施設等の適正配置と有効活用及び財政負担の軽減・平準化について検討し、

持続可能なまちづくりを市民とともに実現していくために策定するものです。 

 

２ 本計画の位置づけ 

本計画は、国が策定した「インフラ長寿命化基本計画」の行動計画として、「公共施設等

総合管理計画の策定にあたっての指針の改訂について」（平成 30（2018）年 2 月 27 日 

総務省）に基づき策定するものです。 

また、本計画は、「第 2 次総社市総合計画」で定める本市の将来像や既存の個別施設計

画及び関連する諸計画との整合を図るものとします。 
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図表 1.2.1 本計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 対象施設 

本計画は、庁舎、学校など公共建築物 362 施設（764 棟）と、道路、橋りょう、上水

道、下水道等のインフラ資産を対象としています。 

 

図表 1.3.1 対象施設等 
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区分 大分類 中分類 施設数 棟数 延床面積（㎡）

普通会計 市民文化系施設 集会施設 44 100 20,146

文化施設 3 7 5,291

社会教育系施設 図書館 1 2 1,947

博物館等 7 17 3,990

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 ｽﾎﾟｰﾂ施設 6 29 14,720

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設・観光施設 19 35 8,083

学校教育系施設 学校 19 130 86,214

その他教育施設 1 3 4,005

子育て支援施設 幼稚園・保育園・こども園 20 44 14,721

幼児・児童施設 12 14 1,755

保健・福祉施設 高齢福祉施設 10 19 8,281

障害福祉施設 1 1 111

保健施設 2 2 1,823

その他社会福祉施設 4 8 2,813

行政系施設 庁舎等 6 26 9,588

消防施設 83 90 6,116

その他行政系施設 4 4 360

農業系施設 農業施設 11 19 1,341

農業水利施設 37 37 1,006

公営住宅 公営住宅 16 96 17,247

公園 公園 28 43 1,267

供給処理施設 供給処理施設 2 3 832

その他 その他 26 35 5,656

計 362 764 217,314

図表 1.3.2 公共建築物の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※市資料：令和２（2020）年４月１日時点 

 公共施設等の現況分析は、普通会計の施設を対象に行う。 

全体の延床面積は、四捨五入の関係で分類毎の延床面積の合計と合致しない。 

   

４ 計画期間 

本計画の計画期間は、本計画初版と同様に平成 29（2017）年度から令和 38（2056）

年度までの 40 年間とします。 
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構成比 棟数 施設大分類 延床面積 構成比

14.0% 107棟 市民文化系施設 25,438㎡ 11.7%

2.5% 19棟 社会教育系施設 5,936㎡ 2.7%

8.4% 64棟 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 22,803㎡ 10.5%

17.4% 133棟 学校教育系施設 90,220㎡ 41.5%

7.6% 58棟 子育て支援施設 16,476㎡ 7.6%

3.9% 30棟 保健・福祉施設 13,029㎡ 6.0%

15.7% 120棟 行政系施設 16,064㎡ 7.4%

7.3% 56棟 農業系施設 2,346㎡ 1.1%

12.6% 96棟 公営住宅 17,247㎡ 7.9%

5.6% 43棟 公園 1,267㎡ 0.6%

0.4% 3棟 供給処理施設 832㎡ 0.4%

4.6% 35棟 その他 5,656㎡ 2.6%

100% 764棟 総計 217,314㎡ 100%

第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し 

１ 公共建築物の状況 

本計画で対象としている公共建築物 362 施設（普通会計に該当）の延床面積は約

217,314 ㎡（令和２（2020）年４月１日時点）で、市民一人当たり（69,611 人：令和

4 年 3 月末住民基本台帳人口）床面積は 3.12 ㎡となっています。 

 

（１）延床面積 

建物の内訳では、学校施設が約 42%を占め、これに市民文化施設の約 12％、スポー

ツ・レクリエーション施設の約 11%が続いており、これらで全体の過半数（約 64%）を

占めています。このことから、これら施設は、施設総量の適正化や統廃合等の対策を考える

場合の優先候補であることが伺えます。 

また、築 30 年以上を経過している施設が全体の約 65％を占めており、老朽化が進んで

いることが伺えます。 

 

図表 2.1.1 公共建築物の分類別状況：令和２（2020）年４月１日時点 

■延床面積：217,314 ㎡（普通会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し 

 

5 

築10年未満

17,289㎡

8.0%

築10年以上20年未満

26,931㎡

12.4%

築20年以上30年未満

32,677㎡

15.0%

築30年以上40年未満

52,403㎡

24.1%

築40年以上50年未満

60,411㎡

27.8%

築50年以上

27,602㎡

12.7%

施設延床面積

217,314㎡

140,416㎡

全体の64.6%

築30年以上経過

市民文化系施設

25,438㎡

11.7%

社会教育系施設

5,936㎡

2.7%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設

22,803㎡

10.5%

学校教育系施設

90,220㎡

41.5%

子育て支援施設

16,476㎡

7.6%

保健・福祉施設

13,029㎡

6.0%

行政系施設

16,064㎡

7.4%

農業系施設

2,346㎡

1.1%

公営住宅

17,247㎡

7.9%

公園

1,267㎡

0.6%

供給処理施設

832㎡

0.4%

その他

5,656㎡

2.6%

施設延床面積

217,314㎡

 

図表 2.1.2 公共建築物の分類別延床面積：令和２（2020）年４月１日時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.1.3 施設経過年数の比率：令和２（2020）年４月１日時点 
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市民文化系施設 社会教育系施設 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 学校教育系施設

子育て支援施設 保健・福祉施設 行政系施設 農業系施設

公営住宅 公園 供給処理施設 その他

旧耐震基準（1981年度以前）

294棟（38%）8.8万㎡（41%）

新耐震基準（1982年度以降）

470棟（62%）12.9万㎡（59%）

全体

764棟 21.7万㎡

（２）築年別整備状況 

公共建築物（普通会計）の築年別整備状況では、昭和 28（1953）年頃から建築量の増

加が始まり、昭和 44（1969）年～昭和 61（1986）年にかけて整備の集中が見られま

す。また、平成 3（1991）年～平成 15（2003）年にかけても整備の集中が見られます。 

昭和 44（1969）年～昭和 61（1986）年にかけて整備された建物は、築 35 年～52

年を迎えることになり、老朽化対策の必要な建物が多数存在することが分かります。 

築年数で見ると築 30 年以上の建物の延床面積が半数以上（約 65%）を占めており、本

計画の計画期間内（40 年間）には確実に更新（建替え）時期を迎えることとなります（図

表 2.1.3 参照）。 

 

図表 2.1.4 公共建築物の築年別整備状況：令和２（2020）年度末時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

築 30 年以上 約 14.1 万㎡（約 65%） 築 30 年未満 約 7.7 万㎡（約 35%） 

築 30 年以上経過 

平成 3（1991）年 
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２ インフラ資産の状況 

（１）道路整備状況 

道路については、1 級（幹線）市道実延長が 93,932m（道路部面積 695,816 ㎡）、2

級（幹線）市道実延長が 94,258m（道路部面積 473,912 ㎡）、その他市道実延長が

910,217m（道路部面積 3,550,796 ㎡）、自転車歩行者道実延長が 73m（道路部面積

203 ㎡）で総実延長は 1,098,407ｍとなっています。今後は舗装の維持費が増大するこ

とが予測されるため、計画的に点検や補修を行う必要があります。 

※道路施設現況調査（令和元年度） 

 

（２）橋りょう等整備状況 

総社市が管理する道路橋りょうは、橋長 15ｍ以上が 60 橋、橋長 15ｍ未満が 753 橋の

計 813 橋あり、3 橋の横断歩道橋と 3 基の大型カルバート及び 2 基のシェッドがありま

す。その多くは高度経済成長期以降に集中的に整備され、今後 20 年で建設後 50 年を経過

する割合が急速に増加し、老朽化による安全性の低下や補修・架替えなどの維持費が増大す

ることが予測されています。 

 

（３）トンネル等整備状況 

総社市が管理するトンネルは、「滝の端隧道」の 1 本です。建設から 38 年が経過してい

ることから今後、老朽化による安全性の低下や補修などの維持費が増大することが予測され

ています。 

 

（４）上水道の整備状況 

上水道管については、昭和 30（1955）年度から整備が行われ、令和 2（2020）年度

末の整備状況は導水管延長 9.29km、送水管延長 37.21km、配水管延長 641.16km で総

整備延長は 687.66km となっています。 

現在、耐用年数 40 年を超える管については、随時更新を行っています。 

 

（５）下水道の整備状況 

公共下水道事業は、昭和 47（1972）年度から整備が行われ、令和 2（2020）年度末

現在の整備状況は総延長 246km で、汚水管 243km、雨水管 3km となっています。 

農業集落排水事業は、昭和 56（1981）年度から整備が行われ、令和 2（2020）年度

末現在の整備状況は総延長 88km で、全てが汚水管となっています。 

特定環境保全下水道事業は、平成 10（1998）年度から整備が行われ、令和 2（2020）

年度末現在の整備状況は総延長 15km で、全てが汚水管となっています。 

以上、合計総延長は 349km となり、本計画の計画期間中（40 年間）には、そのほとん

どが耐用年数（50 年）を迎えることになり、計画的な維持更新が必要です。 
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1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

人口割合（人）

年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口（人）

年少人口割合 生産年齢人口割合 老年人口割合

実績 推計

総社市 実績 推計

33208 Ｈ2年 H7年 H12年 H17年 H22年 H27年 R2年 R7年 R12年 R17年 R22年 R27年

区分 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

総人口（人） 61,459 65,437 66,201 66,584 66,201 66,855 69,030 66,899 66,395 65,541 64,392 63,136

年少人口（人） 11,745 11,033 10,308 9,773 9,470 9,488 9,605 9,210 9,030 8,845 8,767 8,609

生産年齢人口（人） 40,786 43,812 43,544 43,040 41,014 38,696 39,895 37,668 37,453 36,959 35,163 33,864

老年人口（人） 8,928 10,570 12,349 13,768 15,536 18,175 19,530 20,021 19,912 19,737 20,462 20,663

年少人口割合 19.1% 16.9% 15.6% 14.7% 14.3% 14.3% 13.9% 13.8% 13.6% 13.5% 13.6% 13.6%

生産年齢人口割合 66.4% 67.0% 65.8% 64.6% 62.1% 58.3% 57.8% 56.3% 56.4% 56.4% 54.6% 53.6%

老年人口割合 14.5% 16.2% 18.7% 20.7% 23.5% 27.4% 28.3% 29.9% 30.0% 30.1% 31.8% 32.7%

年齢３区分別人口計 61,459 65,415 66,201 66,581 66,020 66,359 69,030 66,899 66,395 65,541 64,392 63,136

総人口との差分(年齢不明) 0 22 0 3 181 496 0 0 0 0 0 0

年齢３区分別人口割合は年齢不明を除いた人口総数を「100」としている。

３ 総人口及び年代別人口の今後の見通し 

（１）人口の推移 

本市の総人口は、国勢調査によると平成 2（1990）年の 61,459 人から平成 17

（2005）年まで増加傾向にあり、平成 22（2010）年に一旦減少するものの、令和 2

（2020）年にかけて再び増加し、同年には、69,030 人となっています。このように過

去最大人口を更新し続けている要因は、本市の地理的環境と市が実施してきた独自施策の効

果と考えられます。 

一方で、少子高齢化が確実に進展しており、平成 2（1990）年から令和 2（2020）年

にかけて、0～14 歳（年少人口）の割合は 19.1％から 13.9％に、15～64 歳（生産年齢

人口）の割合は 66.4％から 57.8％に減少し、65 歳以上（老年人口）の割合は 14.5％か

ら 28.3％となっています。 

令和 2（2020）年以降の将来推計値 1においてもその傾向は顕著であり、人口減少問題

に対し、効果的な施策を展開していかなければならないことは明らかです。 

 

図表 2.3.1 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」：平成 30（2018）年 
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（２）人口の将来展望 

本市は、平成 28（2016）年から第 2 次総社市総合計画で「岡山・倉敷と並ぶ新都心総

社～全国屈指の福祉文化先駆都市～」という将来都市像を掲げてまちづくりを進めてきまし

た。令和 3（2021）年度からの後期基本計画では、将来都市像の実現のため「あなたに

とって一番やさしいまち そうじゃ」を目指して、まちづくりを進めていきます。 

まちづくりを実施していく中では、目指すべき将来の姿として、①自然動態による人口減

少の緩和、②社会動態の情勢を左右する若者世代の確保、③住みたくなるまちづくりの実践、

を基軸としながら、令和 7（2025）年に推移予測されている 69,547 人 2に対して 953 

人増加した人口推移予測 70,500 人を将来の人口展望として、事業を実施していきます。 

 

図表 2.3.2 総人口の推移予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
2 住民基本台帳ベースの値 
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平成22年度

（2010）

平成23年度

（2011）

平成24年度

（2012）

平成25年度

（2013）

平成26年度

（2014）

平成27年度

（2015）

平成28年度

（2016）

平成29年度

（2017）

平成30年度

（2018）

令和元年度

（2019）

令和2年度

（2020）

1,357 1,466 1,897 1,639 1,700 2,216 2,061 1,456 1,986 1,837 1,860

1,986 2,506 2,923 2,152 2,209 3,596 3,775 4,042 4,188 3,431 2,902

1,468 1,405 1,550 1,513 1,493 1,494 1,695 1,753 2,591 2,173 2,108

3,135 3,053 3,083 4,033 3,973 4,069 3,363 3,627 3,781 4,189 12,124

2,302 2,408 2,457 2,700 3,107 2,543 2,301 2,228 4,408 3,005 2,316

6,585 7,078 7,015 6,977 6,881 6,762 6,546 6,186 6,499 6,143 6,136

7,880 7,981 7,850 7,895 8,074 7,957 8,277 8,403 8,566 8,781 8,630

24,713 25,897 26,775 26,909 27,437 28,637 28,018 27,695 32,019 29,559 36,076

都道府県支出金

その他の一般財源

その他の特定財源

歳入合計

地方税

地方交付税

地方債

国庫支出金

24,713 
25,897 

26,775 26,909 27,437 
28,637 28,018 27,695 

32,019 

29,559 

36,076 

0

5,000

10,000

15,000
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35,000

40,000

百万円

４ 財政の状況 

（１）歳入の推移 

普通会計の歳入総額は、平成 22（2010）年度の約 247.1 億円が、令和 2（2020）

年度決算では約 360.8 億円（1.46 倍）で、とりわけ令和 2（2020）年度は、前年度に

比べて約 65.2 億円もの増加となっています。これは新型コロナウイルス感染症対応の地方

創生臨時交付金を始めとした国庫支出金の大幅な増加があったことが主因となっています。 

自主財源の根幹である地方税（市税）については、約 78.5 億円から約 87.8 億円で推移

しており、現時点では増加傾向ではあるものの、中長期的には、生産年齢人口の減少などに

より市税の減少が想定されます。また、同様に地方交付税についても現在より減少すること

が見込まれます。 

 

図表 2.4.1 普通会計の歳入決算額（平成 22 年度～令和 2 年度） 
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平成22年度

（2010）

平成23年度

（2011）

平成24年度

（2012）

平成25年度

（2013）

平成26年度

（2014）

平成27年度

（2015）

平成28年度

（2016）

平成29年度

（2017）

平成30年度

（2018）

令和元年度

（2019）

令和2年度

（2020）

2,143 2,143 3,691 4,096 3,974 3,699 2,715 3,047 6,236 4,715 3,076

743 2,126 1,115 884 826 1,068 809 1,071 532 787 236

2,831 2,879 2,878 2,908 2,991 3,090 2,991 3,035 2,940 3,140 2,526

2,203 1,826 1,892 1,838 1,947 2,954 3,815 2,888 3,499 3,126 11,571

325 363 382 377 359 486 474 379 328 407 352

2,902 2,971 3,131 3,351 3,155 3,380 3,216 3,225 3,780 3,649 3,291

3,537 3,443 3,316 3,283 3,150 3,058 3,091 3,056 2,990 2,712 2,684

4,180 4,417 4,601 4,737 5,177 5,238 5,743 6,005 6,194 6,071 6,215

4,625 4,503 4,718 4,473 4,595 4,572 4,464 4,407 4,516 4,457 4,971

23,489 24,671 25,724 25,947 26,174 27,545 27,318 27,113 31,015 29,064 34,922歳出合計

物件費

公債費

積立金、投資及び出資金等

繰出金

補助費等

維持補修費

扶助費

人件費

投資的経費

23,489
24,671

25,724 25,947 26,174
27,545 27,318 27,113

31,015

29,064

34,922

0

5,000
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35,000

40,000

百万円

（２）歳出の推移 

普通会計の歳出総額は、平成 22（2010）年度の約 234.9 億円が、令和 2（2020）

年度決算では約 349.2 億円（1.49 倍）で、歳入と同様に令和 2（2020）年度は、前年

度に比べて 58.6 億円の増加となっています。これは新型コロナウイルス感染症に関連した

予防経費や、市民生活、地域経済への支援対策経費の増大等によるものです。 

一方、義務的経費（人件費、扶助費、公債費の合計）については、公債費は減少傾向にあ

るものの、扶助費は増加傾向にあります。投資的経費（公共施設の新設・改修等整備に要す

る経費）については、平成 30（2019）年度がピークで約 62.4 億円（災害復旧事業関連

など）となっており、これに令和元（2019）年度の約 47.2 億円が続いていますが、これ

以外は約 21.4 億円から 41.0 億円で推移しています。 

今後、扶助費は、高齢化の進行に伴いさらに増加していくものと考えられます。また、令

和 4（2022）年度以降、新庁舎の建設工事が本格化するとともに、公共施設等インフラ設

備の老朽化対策の更なる増大，大型事業に係る地方債の償還が開始となる等、引続き厳しい

財政運営が見込まれます。 

 

図表 2.4.2 普通会計の歳出決算額（平成 22 年度～令和 2 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し 

 

 

12 

平成22年度

（2010）

平成23年度

（2011）

平成24年度

（2012）

平成25年度

（2013）

平成26年度

（2014）

平成27年度

（2015）

平成28年度

（2016）

平成29年度

（2017）

平成30年度

（2018）

令和元年度

（2019）

令和2年度

（2020）

585 443 720 1,173 1,035 1,711 665 1,541 2,396 442 911

0 0 358 35 28 5 77 0 0 34 0

313 593 1,083 1,560 1,193 838 315 464 396 581 615

149 118 128 53 27 29 13 114 40 120 1

1,071 979 1,223 1,134 1,689 1,116 1,578 926 3,028 3,511 1,544

24 10 179 142 1 0 66 2 375 28 4

2,142 2,143 3,691 4,097 3,973 3,699 2,714 3,047 6,235 4,716 3,075投資的経費総額

公共建築物に係る用地取得費

道路橋りょうに係る投資的経費

道路橋りょうに係る用地取得費

その他投資的経費

その他投資的経費(用地取得費)

公共建築物に係る投資的経費

2,143 2,143

3,690

4,097
3,975

3,699

2,715

3,047

6,235

4,715

3,075

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

百万円

（３）投資的経費の推移（平成 22 年度～令和 2 年度） 

公共施設等の更新にどの程度の投資的費用が負担できるかを推測するため、過去の一般会

計における投資的経費（普通建設事業費）の実績を分析した結果、公共建築物に係る過去

11 年間の平均投資額でみると、約 10.6 億円となっています。これは、投資的経費全体の

約 30%となっています。 

なお、「その他投資的経費」には、災害復旧事業関連の事業費が含まれています。 

 

図表 2.4.3 普通会計の投資的経費の推移（平成 22 年度～令和 2 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.4.4 普通会計の投資的経費平均額（平成 22 年度～令和 2 年度） 
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（４）有形固定資産の減価償却率の推移（平成 27 年度〜令和元年） 

本市では築後 30 年を迎える施設が約 65％を占めており、公共施設の老朽化が進行して

いることから、有形固定資産原価償却率は類似団体より高い水準にありますが、本計画を通

じて公共施設等の再編による保有量の縮減、予防保全による施設の長寿命化など効率的・効

果的な管理運営に取り組むことによって、上昇抑制に努めます。 

 

図表 2.4.5 有形固定資産の減価償却率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※出典：令和元年度 財政状況資料集（岡山県） 
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５ 公共施設等の改修・更新等に係る中長期的な経費の見込み 

公共施設等の改修・更新等に係る中長期的な経費の見込みについては、現在計画されてい

る個別施設計画を踏まえて、現在保有している公共施設等を今後も保有し続け、とくに対策

を講じることなく現在と同じ規模で更新を行うこととした場合と、施設再編や長寿命化計画

を反映した場合の改修・更新等に係る費用を比較し、その対策効果をとりまとめました。 

 

（１）対象とした個別施設計画 

本計画の対象とした個別施設計画は、次のとおりです。 

 

図表 2.5.1 対象とした個別施設計画 

 

区分 計 画 名 計画期間 

公共 

建築物 

公営住宅等長寿命化計画 平成 27 年度～令和 6 年度（10 年間） 

中央保育所個別施設計画 令和元年度～令和 7 年度（7 年間） 

総社はばたき園個別施設計画 令和元年度～令和 7 年度（7 年間） 

学校施設長寿命化計画 令和 2 年度～令和 38 年度（37 年間） 

公共施設個別施設計画 令和 3 年度～令和 12 年度（10 年間） 

インフラ 

資産 

橋りょう等 3長寿命化計画 令和元年度～令和 5 年度（5 年間） 

トンネル長寿命化計画 令和元年度～令和 10 年度（10 年間） 

舗装維持修繕計画 令和 2 年度～令和 11 年度（10 年間） 

水道事業経営戦略 令和 2 年度～令和 11 年度（10 年間） 

公共下水道事業経営戦略 令和 3 年度～令和 12 年度（10 年間） 

農業集落排水事業経営戦略 令和 3 年度～令和 12 年度（10 年間） 

特定環境保全公共下水道事業経営戦略 令和 3 年度～令和 12 年度（10 年間） 

※ 計画期間と更新等費用の算定期間は必ずしも同じではない。 

 

（２）公共建築物全体 

施設の老朽化が進んでいく中で、施設を維持していくには、建替や大規模改修に係る膨大

な更新費用が生じてくるため、これに対する財政措置が大きな課題となってきます。 

図表 2.5.2 は、公共建築物（公営住宅を除く 4）に係る個別施設計画を基に、長寿命化等

対策前の今後 38 年間 5（令和 3 年度～令和 40 年度）の更新等費用の推計を示したもので

す。本計画の対象となる公共建築物をすべて同規模・同量で今後も維持更新し続けた場合、

施設の更新等に要する費用として、総額約 930.67 億円が必要となる見込みで、年平均で

24.49 億円となります。 

 

  

 
3 橋りょう等とは、道路橋りょう、横断歩道橋、大型カルバート、シェッドの総称。 
4 公営住宅長寿命化計画では、全ての住宅の対策前後の更新等費用を算定していないためこの集計から除外した。 
5 学校長寿命化計画と公共施設個別施設計画の更新等費用の算定期間を合わすために、この期間に定めた。 
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図表 2.5.2 公共建築物（公営住宅を除く）の更新等費用の推計（長寿命化等対策前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.5.3 は、長寿命化等対策後の今後 38 年間の更新等費用の推計を示したものです。

これによると、長寿命化対策等を講じた場合、総額 798.26 億円になる見込みで、年平均

で 21.01 億円となり、長寿命化対策前と比較して年間約 3.48 億円の縮減効果が確認でき

ました。 

 

図表 2.5.3 公共建築物（公営住宅を除く）の更新等費用の推計（長寿命化等対策後） 
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ここで、既存の公共建築物の更新等費用に充当できる財源の見込みは、過去 10 年間の年

平均から約 14.42 億円（図表 2.4.2 の維持補修費の平均＋図表 2.4.4 の公共建築物に係る

投資的経費：公営住宅分を含む）であることから、長寿命化等の対策等を講じても年平均更

新等費用約 21.01 億円と比較すると、約 6.59 億円の財源不足が予測されます。 

このことを踏まえて、新たな対策の検討を行うなど、持続可能なサービスを展開するため

に公共施設等の更なるマネジメントを継続していきます。 

 

（３）公共建築物に係る個別施設計画 

ア．公営住宅長寿命化計画 

公営住宅長寿命化計画では、長寿命化対策を講じる住宅について、建設時点から次回建替

えまでに要するコストを算出して、住棟単位で年あたりのコスト比較を行っています（計画

期間での集計はしていない）。その結果、年平均約 1,816 千円の長寿命化による更新等費

用の縮減効果が見られました。 

 

図表 2.5.4 公営住宅長寿命化効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．学校施設長寿命化計画 

図表 2.5.5 は、学校施設長寿命化計画を基に、長寿命化等対策前の今後 38 年間 （令和

3 年度～令和 40 年度）の更新等費用の推計 6を示したものです。これによると施設の更新

等に要する費用として、総額約 427.54 億円が必要となる見込みで、年平均で 11.25 億円

となります。 

 

図表 2.5.5 学校施設の更新等費用の推計（長寿命化等対策前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
6 他の施設との整合性を勘案して、光熱水費を割愛した。 

（円）
LCC改善効果

使用年数 円／年 使用年数 円／年 年平均改善額
円/年・戸

累積改善額
円/戸

改善額
円

年平均改善額
円／年

A 24 50 7,098,937 70 6,569,295 22,068 516,279 12,390,696 177,010

B 24 50 7,400,812 70 6,832,334 23,687 554,136 13,299,264 189,989

井尻野 1 12 50 3,268,165 70 3,059,825 17,362 406,169 4,874,028 69,629

三輪 1 12 50 2,785,432 70 2,637,256 12,348 288,875 3,466,500 49,521

合計 72 50 20,553,346 70 19,098,710 20,203 1,765,459 127,113,048 1,815,901

LCC改善効果(現在価値化）

諸上

団地 棟番号 戸数
計画前年LCC 計画後年LCC
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図表 2.5.6 は、長寿命化等対策後の今後 38 年間の更新等費用の推計を示したものです。

これによると、長寿命化対策等を講じた場合、総額 334.70 億円になる見込みで、年平均

で 8.81 億円となり、長寿命化対策前と比較して年間約 2.44 億円の縮減効果が確認できま

した。 

 

図表 2.5.6 学校施設の更新等費用の推計（長寿命化等対策前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ．中央保育所、総社はばたき園個別施設計画 

図表 2.5.7 は、中央保育所及び総社はばたき園の個別施設計画を基に、今後 38 年間の更

新等費用の推計を示したものです。これによると、総額 3.34 億円になる見込みで、年平均

で 0.09 億円となっています。 

 

図表 2.5.7 中央保育所、総社はばたき園個別施設計画（長寿命化等対策前後同じ） 
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エ．公共施設個別施設計画（公営住宅、学校施設、中央保育所、総社はばたき園以外） 

図表 2.5.8 は、公共施設個別施設計画を基に、長寿命化等対策前の今後 38 年間 （令和

3 年度～令和 40 年度）の更新等費用の推計を示したものです。これによると施設の更新等

に要する費用として、総額約 499.79 億円が必要となる見込みで、年平均で 13.15 億円と

なります。 

 

図表 2.5.8 公共建築物の更新等費用の推計（長寿命化等対策前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.5.9 は、長寿命化等対策後の今後 38 年間の更新等費用の推計を示したものです。

これによると、長寿命化対策等を講じた場合、総額 460.21 億円になる見込みで、年平均

で 12.11 億円となり、長寿命化対策前と比較して年間約 1.04 億円の縮減効果が確認でき

ました。 

 

図表 2.5.9 公共建築物の更新等費用の推計（長寿命化等対策後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）インフラ資産に係る個別施設計画 

ア． 橋りょう等長寿命化計画 

橋りょう等長寿命化計画によると、今後 40 年間（令和２年度〜令和 41 年度）の対策費

用をシミュレーションした結果、年平均で約 3.5千万円の対策費用が必要となりますが、従

来の事後保全型の維持管理と比較すると、約 26 億円（年間約 6 千 5 百万円）のコスト縮

減が見込まれるとともに、一時的なコスト増も抑制され必要予算の平準化が可能となります。 
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（百万円）

年　次 R1年度
(2019)

R2年度
(2020)

R3年度
(2021)

R4年度
(2022)

R5年度
(2023)

R6年度
(2024)

R7年度
(2025)

R8年度
(2026)

R9年度
(2027)

R10年度
(2028) 合　計 平　均

対策費 7 7 -

（千円）

年　次 R2年度
(2020)

R3年度
(2021)

R4年度
(2022)

R5年度
(2023)

R6年度
(2024)

R7年度
(2025)

R8年度
(2026)

R9年度
(2027)

R10年度
(2028)

R11年度
(2029) 合　計 平　均

補修費用 33,429 42,622 38,560 40,860 42,661 36,611 40,088 39,886 37,396 40,673 392,786 39,279

図表 2.5.10 橋りょう等の更新等費用の推計（長寿命化等対策前後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．トンネル長寿命化計画 

トンネル長寿命化計画によると、令和元（2019）年度の点検結果より、判定区分Ⅱ（構

造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい）と

評価された箇所がありました。このことについて予防保全的対策として約 7 百万円の予算

を令和６（2024）年度に予定しています。 

 

図表 2.5.11 トンネルの更新等費用の推計（長寿命化等対策後） 

 

 

 

 

 

ウ．舗装維持修繕計画 

舗装維持修繕計画によると、オーバレイを主体とした今後 10 年間（令和 2 年度～令和

11 年度）の更新等費用（建設改良費）は、総額 3.9 億円で年間約 3 千 9 百万円となって

います。 

 

図表 2.5.12 舗装維持修繕費用の推計（長寿命化等対策後） 

 

 

 

 

エ．水道ビジョン 

水道ビジョンによると、中長期的な財政シミュレーションの結果、今後の経営の基本方針
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（百万円）

年　次 R3年度
(2021)

R4年度
(2022)

R5年度
(2023)

R6年度
(2024)

R7年度
(2025)

R8年度
(2026)

R9年度
(2027)

R10年度
(2028)

R11年度
(2029)

R12年度
(2030) 合　計 平　均

建設改良
事業費 493 557 507 507 426 407 407 381 357 357 4,399 440

（百万円）

年　次 R3年度
(2021)

R4年度
(2022)

R5年度
(2023)

R6年度
(2024)

R7年度
(2025)

R8年度
(2026)

R9年度
(2027)

R10年度
(2028)

R11年度
(2029)

R12年度
(2030) 合　計 平　均

建設改良
事業費 4 4 45 34 34 34 34 34 34 34 291 29

（百万円）

年　次 R2年度
(2020)

R3年度
(2021)

R4年度
(2022)

R5年度
(2023)

R6年度
(2024)

R7年度
(2025)

R8年度
(2026)

R9年度
(2027)

R10年度
(2028)

R11年度
(2029) 合　計 平　均

建設改良
事業費 822 1,102 1,342 1,110 930 582 727 585 498 318 8,016 802

（千円）

年　次 R3年度
(2021)

R4年度
(2022)

R5年度
(2023)

R6年度
(2024)

R7年度
(2025)

R8年度
(2026)

R9年度
(2027)

R10年度
(2028)

R11年度
(2029)

R12年度
(2030) 合　計 平　均

建設改良
事業費 528 528 528 528 528 528 528 528 528 528 5,280 528

として今後 10 年間（令和 2 年度～令和 11 年度）の更新等費用（建設改良費）は、総額

80.2 億円で年間約 8 億円となっています。 

 

図表 2.5.13 水道事業更新等費用 

 

 

 

 

 

オ．公共下水道事業経営戦略 

公共下水道事業経営戦略によると、中長期的な財政シミュレーションの結果、今後の経営

の基本方針として今後 10 年間（令和３年度～令和 12 年度）の更新等費用（建設改良費）

は、総額 44.0 億円で年間約 4.4 億円となっています。 

 

図表 2.5.14 公共下水道事業更新等費用 

 

 

 

 

カ．農業集落排水事業経営戦略 

農業集落排水事業経営戦略によると、中長期的な財政シミュレーションの結果、今後の経

営の基本方針として今後 10 年間（令和３年度～令和 12 年度）の更新等費用（建設改良費）

は、総額 2.9 億円で年間約 2 千 9 百万円となっています。 

 

図表 2.5.15 農業集落排水事業更新等費用 

 

 

 

 

キ．特定環境保全公共下水道事業経営戦略 

特定環境保全公共下水道事業経営戦略によると、中長期的な財政シミュレーションの結果、

今後の経営の基本方針として今後 10 年間（令和 3 年度～令和 12 年度）の更新等費用（建

設改良費）は、総額 5 百 28 万円で年間約 53 万円となっています。 

 

図表 2.5.16 特定環境保全公共下水道事業更新等費用 
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第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

１ 現状や課題に関する基本認識 

（１）財務 

① 本市の財政状況は、中長期的な人口減少や人口構成の変化により、地方税の減収と扶助

費の高止まりが予想されます。本計画の計画期間中には、今後、多くの公共施設等が改

修または建替え時期を迎えることになります。 

② 施設の老朽化が進んでいく中で、維持管理・修繕、改修（耐震改修、長寿命化改修等）、

建替え等に係る膨大な費用が生じてきますが、将来的にその総額を賄うことが必ずしも

担保されているわけではありません。総量の縮減を始め長寿命化対策や維持管理の効率

化によるコスト縮減等の施策が喫緊の課題です。 

③ 「特定財源の確保」としての地方債の発行、国庫支出金の活用、「基金の積立」による

将来の公共施設等への投資準備、未利用地の貸付・売却などによる「財源確保」、など

を効果的に組み合わせていくことが必要となっています。 

 

（２）品質 

① 本市の公共建築物及びインフラ資産は、その老朽化が著しく進展しています。これらは、

その施設の機能性の確保のみならず、安全・安心のためにも万全の保全対策が必要です。 

② 点検・診断に基づく「予防保全による長寿命化」の実践、ユニバーサルデザインの導入

などによる「品質の向上」などを実現していくことが課題となっています。 

 

（３）供給 

① 本市においても、中長期的な人口減少及び少子高齢化は避けて通れない状況となってい

ます。人口の変化は、公共施設等の利用需要そのものに直結するため、総量の見直しが

必要です。 

② 年齢構成の変化は、利用ニーズの変化にも影響を与えます。そのため、機能を中心に据

えた最適な供給手法の採用や、施設を前提としない「サービス提供方法の変更」などの

取組が求められています。 
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２ 公共施設等マネジメントの基本方針 

本市では、現状や課題に関する基本認識を踏まえ、公共施設等マネジメントの基本方針を

「持続可能な財政運営」、「品質の向上」、「適正な供給管理」と定めます。 

 

図表 3.2.1 公共施設等マネジメントの基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）持続可能な財政運営 

■維持管理費用の適正化 

 現状の維持管理にかかる費用や業務内容を分析し、維持管理費用や施設使用料等の適

正化を図ります。 

 大規模改修、更新時には省エネルギー設備等を導入し、その後の維持管理費用の縮減

を図ります。 

■民間活力の導入 

 PPP/PFI 等の手法を活用した官民の連携による施設整備や管理・運営方法を検討す

るなど、財政負担の軽減と行政サービスの維持・向上を図ります。 

 その他ネーミングライツ（公共施設等の名前を付与する命名権と、付帯する諸権利の

こと）の導入についても検討課題とします。 

■未利用地の貸付・売却 

 複合化や集約化・機能統合または除却等により発生した未利用地は、統合的に管理を

行い、民間事業者への貸付や売却等を行い、その収益を公共施設の維持管理費用等に

充当します。 
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（２）品質の維持・向上 

■予防保全の推進と施設の長寿命化 

 日常点検や定期点検による劣化状況の把握に努めます。 

 点検結果を踏まえ、これまでの対処療法的な維持管理（事後保全）から、劣化が深刻

化する前の計画的な維持管理（予防保全）への転換を推進します。 

 大規模改修の実施等により、必要に応じて施設の長寿命化を図ります。 

■ユニバーサルデザインの導入 

 高齢者、障がい者、子育て世代や観光客等多様な利用が想定される公共施設等の整

備・改修等に際しては、誰もが利用しやすい施設となることを目標としてユニバーサ

ルデザイン化の推進に取り組みます 

■用途変更 

 公共施設の用途が、設置目的と一致していないもの、または一致しなくなったものに

ついて、従来の施設の用途を変更し、他の用途として使用する等施設と用途の最適化

を図ります。 

 

 （３）適正な供給管理 

■施設総量の適正化 

 市民ニーズや施設の特性、費用対効果を踏まえ、施設の廃止・複合化・多機能化等を

検討し、人口減少や財政状況に対応した公共建築物の総量の適正化を図ります。 

 インフラ資産は、市民生活における重要度・優先度や利用状況を考慮し、中長期的な

視点から適正な供給を図ります。 

■機能の複合化等による効率的な施設配置 

 市民サービスを行う上で必要な機能については、現状施設にこだわらず、周辺の公共

施設の立地状況を踏まえ、複合化や集約化を検討します。 

 効率的な施設配置の中で必要な機能を維持し、市民サービスの低下を防ぎます。 

 ■民間活力の導入による供給方式の見直し 

 民間活力の導入による供給方式の見直しを検討し、財政負担の軽減と行政サービスの

維持・向上を図ります。 
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３ 目標の設定 

（１）公共建築物の管理目標について 

公共建築物の管理目標は、財政的なかい離の解消とサービス水準の維持におき、公共施

設等マネジメントの基本方針に則り、各個別施設計画を踏まえて施策を展開し、目標の達成

状況を段階的にマネジメントします。 

このため、統一的基準に基づく公会計導入で整備した固定資産台帳の有効活用を図るとと

もに、維持管理費及び更新等費用の精度向上を図り、財政面でのかい離とその解消状況をよ

り明確なものとしていきます。 

 

（２）インフラ資産の管理目標について 

インフラ資産については、施設の集約化や複合化による統廃合は想定せず、できるだけ長

く有効に活用することを主眼に、国の定めた「インフラ長寿命化基本計画：平成 25

（2013）年 11 月 29 日策定」の行動計画として、個別施設の長寿命化計画を定め、安

心・安全の確保と経費の縮減を進めていきます。 

本計画の計画期間である 40 年の間には、インフラに関する技術の革新や新たな政策等に

よって、効果的・効率的な維持管理手法や広域化等の新たな制度が創出されてくることが考

えられます。本市においても、それらを積極的に導入し、国、県及び近隣市町村と連携しな

がら、インフラ資産の長寿命化に積極的に取り組んでいきます。 

 

図表 3.3.1 インフラ長寿命化基本計画概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）：平成 26（2014）年 10 月」を基に編集  

 個別施設毎の長寿命化計画を核として、メンテナンスサイクルを構築
 メンテナンスサイクルの実行や体制の構築等により、トータルコストを縮減・平準化

• 安全で強靭なインフラシステムの構築
• 統合的・一体的なインフラマネジメントの実現
• メンテナンス産業によるインフラビジネスの競争力強化

• インフラ機能の確実かつ効率的な確保
• メンテナンス産業の育成
• 多様な施策・主体との連携
 防災・減災対策との連携による維持管理・更新を効率化
 政府・産学官、地域社会の相互連携を強化し、限られた予
算や人材で安全性や利便性を維持・向上

• インフラ長寿命化計画（行動計画）
• 個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）

• 点検・診断：定期的な点検による劣化・損傷の程度や原因の把握等
• 修繕・更新：優先順位に基づく効果的かつ効率的な修繕・更新の実施等
• 基準類の整備：施設の特性等を踏まえたマニュアル等の整備、新たな知見の反
映等

• 情報基盤の整備と活用：電子化された維持管理情報の収集・蓄積、予防的な
対策等への利活用等

• 新技術の開発・導入：ICT、センサー、ロボット、非破壊検査、補修・補強、新
材料等に関する技術等の開発・積極的な活用等

• 予算管理：新技術の活用やインフラ機能の適正化による維持管理・更新コスト
の縮減、平準化等

• 体制の構築：【国】技術等の支援体制の構築、資格・研修制度の充実／【地
方公共団体等】維持管理・更新部門への人員の適正配置、国の支援制度等の
積極的な活用／【民間企業】入札契約制度の改善等

• 法令等の整備：基準類の体系的な整備等

• 戦略的なインフラの維持管理・更新に向けた産学官の役割の明示
• 計画のフォローアップの実施

１．目指すべき姿

２．基本的な考え方

３．計画の策定内容

４．必要施策の方向性

５．その他
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市 長

（仮称）公共施設等検討委員会

公共施設等マネジメント担当課（調整）

施設所管課施設所管課 施設所管課

４ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

（１）全庁的な取組体制 

本計画を展開していくにあたっては、庁内の連携・協力を緊密に図っていく必要がありま

す。このような観点から、公共施設等マネジメントに係る横断的機能を有した組織の設置を

検討し、次に示すような継続的なマネジメントを行います。 

 公共施設等の情報を集約し、全庁共有を図り施設所管課間での活発なコミュニケー

ションを促す。 

 個別施設計画を全体最適に誘導するとともに全庁的な意識改革を主導する。 

 広報紙、ホームページ等を通じて市民とのコミュニケーションを効果的に行う。 

 国・県・近隣自治体などとも連携した取組を進める。 

 

図表 3.4.1 公共施設等マネジメントの取組体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）情報管理・共有方策 

公共施設等のマネジメントを効果的に実施していくために、施設所管課の情報を集約し、

固定資産データ及び財政データとも連携して施設カルテに展開し、全庁的な意思決定を促す

仕組みを創出します。 

 

図表 3.4.2 情報管理・共有方策 
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５ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

（１）点検・診断等の実施方針 

公共建築物、インフラ資産ともに定期的に点検・診断し、経年による劣化状況や外的負荷

による性能低下状況及び管理状況を把握するとともに、必要な修繕等を行います。 

 

（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

施設の重要度や劣化状況に応じて優先度をつけ、計画的な維持管理・修繕・更新等を行う

予防保全を導入することにより、施設の性能維持、安全性を確保するとともに、維持管理コ

ストの縮減や平準化を図ります。 

 

（３）安全確保の実施方針 

施設の安全確保に関わる評価を実施し、危険性が認められた施設については、評価の内容

に沿って安全確保の改修を実施します。 

既に役割を終え、今後、利活用することのない公共施設等については、周辺建物、住環境

に及ぼす影響や市民の安全・安心を考慮し早期に解体、除却します。 

 

（４）耐震化の実施方針 

昭和 56（1981）年以前に建築された建物（旧耐震基準）については、計画的に耐震診

断を実施し、災害時に市民が利用する施設や災害対策活動の拠点・避難所となる施設、ライ

フライン関連施設など、地震発生による人命への重大な被害や市民生活への深刻な影響を及

ぼす恐れのある施設については、優先的に耐震対策を行います。 

 

（５）長寿命化の実施方針 

施設の利用状況や将来のあり方を検討したうえで、当該施設の耐用年数を超えて使用する

こととした施設については、必要に応じて長寿命化対策を実施することとし、その目標年数

は、別途、個別施設計画にて定めます。 

 

（６）ユニバーサルデザイン化 

「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画」（平成 29 年 2 月 20 日ユニバーサルデザイ

ン 2020 関係閣僚会議決定）等の内容を踏まえ、高齢者、障がい者、子育て世代や観光客

等多様な利用が想定される公共施設等の整備・改修等に際しては、誰もが利用しやすい施設

となることを目標としてユニバーサルデザイン化の推進に取り組みます。 

 

（７）脱炭素化の推進に関する方針 

地球温暖化対策計画（2021 年（令和３年）10 月 22 日閣議決定）に即して策定し、又

は改訂する地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号）第 21 条第１

項に規定する地方公共団体実行計画（同法第 21 条第２項に掲げる事項について定める計画）

の内容を踏まえ、公共施設等への再生可能エネルギー設備等の導入など計画的な改修等によ

る脱炭素化に取り組みます。 
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（８）統合や廃止の推進方針 

公共建築物においては、老朽度、利用率、必要性、防災の観点等、総合的に検証したうえ

で、類似の機能であるものや施設機能を代用できるものについては、積極的に施設の統合・

複合化を検討するとともに、利用目的と照らし合わせて、その目的が明確でないものについ

ては、積極的に廃止を検討します。 

 

（９）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

■職員研修の実施 

 職員一人一人が公共施設等マネジメント導入の意義を理解し、意識を持って取り組み、

市民サービスの向上のために創意工夫を実践していくことが重要です。このことを踏

まえて必要なカリキュラムを整備し、職員研修を計画的に実施します。 

■関係者との合意形成のための効果的なコミュニケーションのあり方 

 公共施設等のマネジメントには、行政、議会及び市民が密接に関わります。そこで、

議会や市民の声から地域や公共施設等の抱える潜在的な課題やニーズを顕在化させ、

必要な対応策に対して、建設的な合意形成を促すような効果的なコミュニケーション

のあり方を検討します。 

■適切な施設管理のために 

 多数の施設の健全性を正しく評価し、迅速かつ的確に必要な措置を講ずるためには、

専門的な技術力やマンパワーが不可欠です。民間が持つそうした技術力や人材の活用

も視野に取り組みます。 
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６ PDCA サイクルの推進方針 

（１）マネジメントサイクルの形成 

本計画では、マネジメントサイクルを定め計画の継続的なフォローアップを行います。ま

た、本計画は 40 年間という長期の計画であるため、社会経済情勢の変化により前提となる

条件が大きく変わる可能性があります。概ね5年後を目途に計画全体の見直しを行います。 

これらのフォローアップの基で、公共建築物については、各施設の今後のあり方について

全庁的な体制で検討を進め、点検実施等の具体的な手法や優先順位について、柔軟に見直し

を実施します。また、インフラ資産については、点検基準等の整備状況や新技術による効率

的な点検の実施等、国や県、他市町村の動向にも注視しながら、適宜見直しを実施します。 

 

図表 3.6.1 総合管理計画マネジメントサイクル 
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（２）本計画の検証 

本計画では、公共施設等の再編における基本方針に関する評価指標を検討し定めるととも

に、これらの値を通じて計画の展開をモニタリングし、その実施状況や有効性を検証します。 

 

図表 3.6.2 評価指標例 

視点 マネジメントの区分 目標値 

（全体の方向性） 

公共施設等マネジメント

の基本方針 

① 施設の再編による施設保有量の

縮減（施設保有量の縮減など） 

② 計画保全による施設の長寿命化 

③ 保有形態の見直しによる効率的

な管理運営 

 詳細は個別施設計

画において定める 

（個々の施設の在り方） 

個別計画 
 利用者数、利用者満足度等 

 詳細は個別施設計

画において定める 

 

（３）財政側面からのマネジメント支援について 

既存の財政的公表指標等を活用し、公共施設等のマネジメントが財政的課題の解決を図る

観点、いわば公共施設等が財政に与えている影響を随時検証し、持続可能な水準にあるか否

かを検討します。 

 

図表 3.6.3 本計画の進捗を財政面から検証するための指標例 

目的：財務的視点 検証・確認すべき指標 

① 財政規律の堅持 

：健全性（ストック＆フロー） 

健全化判断比率 

 実質赤字比率  

 連結実質赤字比率 

 実質公債費比率  

 公営企業資金不足比率 

 将来負担比率 

② 資産の継承 

：資産形成度（ストック） 

有形固定資産の減価償却率 

③ 高品質な財政運営 

：弾力性（フロー） 

経常収支比率 

公債費負担比率 
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第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

１ 拠点を勘案した公共建築物の再配置について 

公共建築物の立地検討の際は、自治体間の広域連携や中心拠点区域 、生活拠点区域ごと

に施設の集約を勘案した再編を検討します。 

このことに加え、災害のリスクを減らすソフト対策とインフラの強靭化等によるハード対

策を行い、災害から守る減災・防災まちづくりを進めます。 

 

２ 公共建築物について 

全ての公共建築物について、今ある施設は、適切な点検・診断等及び耐震化を含む維持管

理・修繕を実施し、大切に使用します。 

また、建替え時期が到来した段階では、その施設の評価（建物、コスト、公共サービス）

に基づき、機能・サービスの優先度や提供範囲を再確認し、施設の除却（廃止・解体等を含

む）も含めた再編の実施を行います。 

 

（１）市民文化系施設 

 

主な施設 

市民文化系施設には、公民館、集会所などの集会施設が 44 施設、100 棟ある

ほか、市民会館、文化館などの文化施設が 3 施設、7 棟あり、これらの総延床

面積は 25,438 ㎡となっています。 

基本方針 内容 

持続可能な 

財政運営 

供給の適正化による総量管理や長寿命化による全体コストの縮減を図ります。 

指定管理制度等によるサービスの向上と維持管理コストの縮減を図ります。 

省エネ機器への改修によりランニングコストの縮減を図ります。 

品質の 

維持・向上 

施設の長寿命化を図ります。 

設備の更新にあたっては省エネ機器への転換を図ります。 

供給の適正化 

周辺の同様の機能の建物や集会機能を兼ねることができる建物等を活用しつ

つ、統廃合を図り、数量を削減します。 

機能の代替ができない施設は、床面積の削減、施設の複合化・多機能化を検討

した上で、建替えを行います。 

集会所については、地元への移譲を検討します。 
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（２）社会教育系施設 

 

主な施設 
社会教育系施設には、図書館のほか、学習の館、郷土館などの博物館等が 8 施

設、19 棟あり、これらの総延床面積は 5,936 ㎡となっています。 

基本方針 内容 

持続可能な 

財政運営 

供給の適正化による総量管理や長寿命化による全体コストの縮減を図ります。 

指定管理制度等によるサービスの向上と維持管理コストの縮減を図ります。 

省エネ機器への改修によりランニングコストの縮減を図ります。 

品質の 

維持・向上 

施設の長寿命化を図ります。 

設備の更新にあたっては省エネ機器への転換を図ります。 

稼働率の向上、提供サービスの向上について検討します。 

供給の適正化 
他の公共サービスを提供する施設との集約化や複合化などによる供給量の縮減

を検討します。 

 

（３）スポーツ・レクリエーション系施設 

 

主な施設 

スポーツ・レクリエーション系施設には、体育館、武道館などのスポーツ施設

が6施設、29棟あるほか、観光センター、もてなしの館などのレクリエーショ

ン・観光施設が19施設、35棟あり、これらの総延床面積は22,803㎡となっ

ています。 

基本方針 内容 

持続可能な 

財政運営 

中長期的な施設の統廃合による総量管理や長寿命化による全体コストの縮減を

図ります。 

指定管理制度等によるサービスの向上と維持管理コストの縮減を図ります。 

省エネ機器への改修によりランニングコストの縮減を図ります。 

品質の 

維持・向上 

施設の長寿命化を図ります。 

設備の更新にあたっては省エネ機器への転換を図ります。 

稼働率の向上、提供サービスの向上について検討します。 

供給の適正化 

現状として機能を代替することができないものについては、数量は現状維持と

しますが、スポーツ施設を利用する年齢層も変わることが想定され、また、新

たな競技の創出などにより施設の利用形態が変わることも考えられることか

ら、これらの動向をみながら、集約化や複合化などの検討を行います。 
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（４）学校教育系施設 

 

主な施設 
学校教育系施設には、小学校、中学校が 19 施設、130 棟あるほか、給食共同

調理場があり、これらの総延床面積は 90,220 ㎡となっています。 

基本方針 内容 

持続可能な 

財政運営 

供給の適正化による総量管理や長寿命化による全体コストの縮減を図ります。 

省エネ機器への改修によりランニングコストの縮減を図ります。 

品質の 

維持・向上 

施設の長寿命化を図ります。 

子どもが日常的に使用する施設であるので、定期的な点検を行ない、予防保全

型管理により施設の安全性を確保します。 

供給の適正化 

近年の児童生徒数は横ばい状態にあることから、学校教育施設等の適正な規模

を維持しつつ、教育の質を見据えた施設のあり方や体育館、プール等について

はスポーツ施設との集約化・複合化などについても検討していくことが必要で

す。 

 

（５）子育て支援施設 

 

主な施設 

子育て支援施設には，幼稚園，保育所，こども園が 20 施設，44 棟あるほか，

親子ふれあいプラザ，放課後児童クラブ施設などの幼児・児童施設が 12 施

設，14 棟あり，これらの総延床面積は 16,476 ㎡となっています。 

基本方針 内容 

持続可能な 

財政運営 

供給の適正化による総量管理や長寿命化による全体コストの縮減を図ります。 

省エネ機器への改修によりランニングコストの縮減を図ります。 

品質の 

維持・向上 

施設の長寿命化を図ります。 

設備の更新にあたっては省エネ機器への転換を図ります。 

子どもが日常的に使用する施設であるので、定期的な点検を行ない、予防保全

型管理により施設の安全性を確保します。 

供給の適正化 

今後は、子どもの預かり時間の延長や対象年齢の拡充など、より自由度の高い

子育て支援を行うという観点から民営化などの検討を行いつつ供給の適正化を

図ります。 
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（６）保健・福祉施設 

 

主な施設 

保健・福祉施設には、清梁園、山手福祉センターなどの高齢者福祉施設が 10

施設、19棟あるほか、福祉作業所、保健センターなどがあります。また、共同

福祉施設、ふれあいセンターなどのその他社会福祉施設が 4 施設、8 棟あり、

これらの総延床面積は 13,029 ㎡となっています。 

基本方針 内容 

持続可能な 

財政運営 

供給の適正化による総量管理や長寿命化による全体コストの縮減を図ります。 

省エネ機器への改修によりランニングコストの縮減を図ります。 

品質の 

維持・向上 

施設の長寿命化を図ります。 

設備の更新にあたっては省エネ機器への転換を図ります。 

市民が日常的に使用する施設であるので、定期的な点検を行ない、予防保全型

管理により施設の安全性を確保します。 

供給の適正化 
今後は更なる高齢化が進むと考えられることから、中長期の需要等を勘案しな

がら施設利用者との協議の上、統合化や民営化等にむけた検討を行います。 

 

 

（７）行政系施設 

 

主な施設 

行政系施設には、庁舎等が 6 施設、26 棟、消防施設が 83 施設、90 棟などの

ほか、水防倉庫などのその他行政系施設が 4 施設、4 棟あり、これらの総延床

面積は 16,064 ㎡となっています。 

基本方針 内容 

持続可能な 

財政運営 

供給の適正化による総量管理や長寿命化による全体コストの縮減を図ります。 

省エネ機器への改修によりランニングコストの縮減を図ります。 

品質の 

維持・向上 

施設の長寿命化を図ります。 

設備の更新にあたっては省エネ機器への転換を図ります。 

供給の適正化 

庁舎等については、行政サービスの拠点施設であるため、現状を維持すること

を原則としますが、行政サービスを低下させずに、他施設との複合的な利用を

推進し、延床面積を削減することを検討します。 
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（８）農業系施設 

 

主な施設 
農業系施設には、農業施設が 11 施設、19 棟あるほか、農業水利施設が 37 施

設、37 棟あり、これらの総延床面積は 2,346 ㎡となっています。 

基本方針 内容 

持続可能な 

財政運営 
供給の適正化による総量管理や長寿命化による全体コストの縮減を図ります。 

品質の 

維持・向上 
施設の長寿命化を図ります。 

供給の適正化 施設の利用状況を踏まえ、現状を維持します。 

 

（９）公営住宅 

 

主な施設 
公営住宅には、16 施設、96 棟の施設があり、これらの総延床面積は 17,247

㎡となっています。 

基本方針 内容 

持続可能な 

財政運営 
供給の適正化による総量管理や長寿命化による全体コストの縮減を図ります。 

品質の 

維持・向上 
長寿命化や改修を実施し、居住の安定と質の向上を図ります。 

供給の適正化 
令和 3（2021）年度から実施する集約化事業等を通じて、総量の適正化を図

ります。 

 

（１０）公園 

 

主な施設 
公園には、常盤公園備蓄倉庫棟、砂川公園管理棟など、28 施設、43 棟の施設

があり、これらの総延床面積は 1,267 ㎡となっています。 

基本方針 内容 

持続可能な 

財政運営 
供給の適正化による総量管理や長寿命化による全体コストの縮減を図ります。 

品質の 

維持・向上 
利用者の利便性や防犯性を考慮しつつ、維持管理を行います。 

供給の適正化 
便所、倉庫については、利用状況を勘案し、建替えの際に延床面積を削減する

ことを検討します。 
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（１１）供給処理施設 

 

主な施設 
供給処理施設には一般廃棄物最終処分場施設があり、これらの総延床面積は

832 ㎡となっています。 

基本方針 内容 

持続可能な 

財政運営 
水道光熱費の縮減のため、省エネルギー化を図ります。 

品質の 

維持・向上 
施設の長寿命化を図ります。 

供給の適正化 施設の利用状況を踏まえ、現状を維持します。 

 

 

３ インフラ資産について 

インフラ資産については、総量を削減することは現実的ではないため、できるだけ長く有

効に活用することを主眼に、国の定めた「インフラ長寿命化基本計画：平成 25（2013）

年 11 月 29 日策定」の行動計画として、個別施設の長寿命化計画を策定・改訂し、安全・

安心の確保と経費の縮減を進めます。 

インフラ資産のうち橋りょう等及びトンネルついては、長寿命化計画を踏まえて従来の対

症療法型から、「損傷が大きくなる前に予防的な対策を行う」予防保全型へ転換を図り、将

来的な財政の負担の低減及び道路交通の安全性の確保を図ることに取組んでいます。 

上下水道については、公営企業経営戦略の策定を通じて収支見通しを明らかにし、施設の

長寿命化を含む維持管理コストの縮減に取組みます。 
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第５章 計画の推進に向けて 

公共施設等を総合的かつ計画的に管理し、本計画の基本理念及び基本方針に基づく取組を

着実に推進するため、全庁を挙げた推進体制の整備が不可欠です。 

今後、全庁的に公共施設等のマネジメント業務を推進するにあたっては、職員一人ひとり

が、市全体の施設の状況や将来の見通しについて十分理解し、従来の縦割りの中での施設ご

との管理状況から抜け出し、常に経営的視点を持って、全体の最適化を目指すことが必要と

なります。 

また、総合管理計画の推進に当たっては、公共施設等を日々利用し、支えている住民との

問題意識や情報の共有が不可欠です。 

今後とも、公共施設等の有り方について、住民目線に立った幅広い議論を進めていくとと

もに、公共施設等に関する情報を積極的に開示していくこととします。 

 

以上を踏まえ、今後、策定または改訂が進む各個別施設計画の内容を適宜反映していくこ

とによって、国の要請でもある本計画の不断の見直しを行います。 

 

図表 5.1 総合管理計画に係る国の要請 
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用語の解説 

【い】 

■依存財源 

国や県（市町村の場合）により定められたり、割り当てられたりする補助金・交付金のほ

か、地方公共団体が実施する建設事業に充当するために借り入れる長期借入金などを指す。

依存財源には、地方交付税、国庫支出金、都道府県支出金、地方譲与税及び地方債が含まれ

る。 

 

■一般会計 

地方公共団体の会計の中心をなすもの。特別会計で計上される以外のすべての経費は一般

会計で処理される。 

 

■一般財源 

地方公共団体の歳入のうち、使途が特定されず、どのような経費にも使用できるもの。地

方税、地方譲与税、地方特例交付金等及び地方交付税の合計額。なお、これらのほか、市町

村においては都道府県から市町村が交付を受ける利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡

所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自動車

取得税交付金を加算した額をいう。 

 

■インフラ資産 

一般的に生活や産業の基盤として整備される施設としてのインフラのうち、道路、橋りょ

う、上水道及び下水道のこと。なお、上水道及び下水道については、管に加えて処理施設等

も含めている。 

 

■インフラ長寿命化基本計画 

インフラの老朽化対策に関する政府全体の取組として、平成 25（2013）年 6 月に閣議

決定した「日本再興戦略」に基づき、インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議

において、同年 11 月にとりまとめられた計画のこと。今後、この計画に基づき、国、地方

公共団体レベルで行動計画の策定を進めることで、全国のあらゆるインフラの安全性の向上

と効率的な維持管理を実現することとされている。 

 

【か】 

■改修 

対象となる建物の全体または部分の性能及び機能が物理的劣化や社会的劣化したものにつ

いて、初期の水準を超える性能及び機能を有する新しいものに取り換えること。 
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【き】 

■義務的経費 

地方公共団体の歳出のうち、その支出が義務づけられ任意に節減できない経費。歳出のう

ち経常的経費とされている人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費等、公債費の6費

目は広い意味ではすべて義務的経費に含まれるが、中でも人件費、扶助費、公債費の 3 つ

の費目が狭い意味での義務的経費とされる。義務的経費の割合が高いと、その地方公共団体

は他の任意の事業を実施しにくくなり、一般的に財政が硬直化しているといわれる。 

 

【け】 

■減価償却 

固定資産の調達費用を使用可能期間にわたって、分割して費用計上する会計処理のこと。

施設、設備、機械装置、器具・備品といった時間の経過とともに価値が減少する資産のこと

を「減価償却資産」という。 

 

【こ】 

■更新 

対象となる建物の全体または部分の性能及び機能を初期と同等のものに取り換えること。 

 

【し】 

■修繕 

対象となる建築物の全体または部分の性能及び機能を実用上支障のない状態まで回復させ

ること。大規模修繕とは、これを対象施設全体にわたって大規模に実施すること。 

 

■集約化 

 複数の施設が持つ類似する機能を一つの施設にまとめる手法のこと。 

 

■自主財源 

地方公共団体が自主的に収入しうる財源をいう。地方税、分担金及び負担金、使用料、手

数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金及び諸収入がこれに該当する。自主財源の割合が

高いことは、その使途決定が自主的に行いうる状況を指しており、地方公共団体にとって、

一般的に自主財源の割合が高いことが望ましい。 

 

 ■資本的収支 

企業の将来の経営活動に備えて行う建設改良及び建設改良にかかる企業債償還等の支出と

その財源になる収入をいいます。 
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【た】 

■耐用年数 

減価償却の対象となる資産において利用が可能な年数のこと。また、減価償却資産を適正

に費用配分するための年数のこと。 

 

■多機能化 

一つの空間を利用時間で分けて利用することで、多方面の目的性や作用を持った状態にす

ること。 

 

■建替え 

寿命を迎えた建物を解体し、利用者の要求水準に合わせて建て替えること。 

 

【ち】 

■地方交付税 

地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域の住民にも一定の行政サービスを提供

できるよう財源を保障するため、国税の所得税、法人税、酒税、消費税の一定割合と地方法

人税の全額を原資として国から交付されるもの。 

  

 ■地方債 

  地方公共団体が 1 会計年度を超えて行う借入れのこと。 

 

■長寿命化 

従来の対症療法型から、「損傷が大きくなる前に予防的な対策を行う」予防保全型へ転換

を図り、公共施設等の定期的な施設点検を実施し、損傷が拡大する前に適切な処理を行うこ

とで、構造・設備・機能などの耐久性を高め、公共施設等をできるだけ長く利用する手法の

こと。 

 

【と】 

■投資的経費 

その支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとして将来に残るものとに支出

される経費のこと。生産的経費ともいわれ、これに分類できる性質別経費としては、普通建

設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事業費があげられる。 

 

■特別会計 

特別会計は一般会計に対し、特定の歳入歳出を一般の歳入歳出と区別して別個に処理され

る会計。料金収入を主な財源としている公営企業会計、法律で特別会計の設置が義務付けら

れている国民健康保険事業会計、介護保険事業会計などが特別会計として設けられている。 
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【の】 

■延床面積 

建物各階の床面積を合計した面積のこと。吹抜け部分、バルコニーの先端から 2ｍまでの

部分、庇、ピロティ、ポーチなどは床面積には含まれない、といった特例があり、単純に合

計した面積ではない場合もある。 

 

【ふ】 

■複合化 

複数の施設及び機能を一つの建物に統合・並置する手法のこと。 

 

■普通会計 

個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっているため、財政状況の統一的な掌握及

び比較が困難であることから、地方財政統計上便宜的に用いられる会計区分。 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律における実質公債費比率等の対象となる「一般

会計等」とほぼ同様の会計の範囲である。 

 

■普通建設事業費 

地方公共団体の歳出のうち、性質別分類の際に使用される支出要素の一つ。道路、橋りょ

う、学校、庁舎等の公共施設の新増築等の建設事業に要する経費で、その支出の効果が将来

に残ることから投資的経費と呼ばれる。 

 

【ま】 

■マネジメント 

ある目標に対して、様々な資源・資産・リスクを管理し、効果を最大化する手法のこと。

その内容には、評価・分析・選択・改善・回避・統合・計画・調整・指揮・統制・組織化な

どの様々な要素を含んでいる。 

 

【よ】 

■予防保全 

設備、施設等が故障してから修理修繕を行うのではなく、あらかじめ定められた計画的な

検査・試験・再調整により、故障を防止し、劣化を抑え、故障率を下げるための方法をいう。 

 

【ら】 

■ライフサイクルコスト 

建物のライフサイクル全体にわたって発生する費用のこと。建設費から、光熱水費、点

検・保守などの維持管理費用、更新費用、解体処分費や税金・保険費用まで含んでいる。 
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【り】 

■リスク 

不確実性のある事由によって、損失が発生する可能性。 

 

【P】 

■PDCA サイクル 

Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Act（改善）の 4 つの頭文字を取ったも

のであり、業務を継続的に改善していく手法のひとつ。最後の Act の実施を受け、次の

PDCA サイクルの Plan に繋げることで、継続的に教務の改善を実施していく。 

 

■PFI（Private Finance Initiative の略） 

公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用する

ことで、効率化やサービスの向上を図る公共事業の手法。 

 

■PPP（Public Private Partnership の略） 

公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、民間資本や民間のノウ

ハウを活用し、効率化や公共サービスの向上を目指すもの。 
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